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問題と目的 

 

本研究の目的は、ワーク・エンゲイジメントの対人的転移（i.e. クロスオーバー効果）

が集団全体に拡散・浸透するプロセスと、集団レベルのワーク・エンゲイジメントが個人

レベルのワーク・エンゲイジメントに及ぼす効果について縦断的調査を用いて明らかにす

ることである。その際、集団内でメンバーどうしが自他の強みを言語化しあって、ポジテ

ィブなインタラクションが活性化する媒介プロセスを仮定して検討する。 

 

1. 社会的背景とワーク・エンゲイジメント 

 過労自殺や精神疾患への懸念が高まる昨今、企業には精神的健康を重んじた職場づくり

が求められる。2015 年に導入されたストレスチェック制度は、集団分析による職場改善

を努力義務とし、不調の未然防止に留まらない組織的活動が期待されている（厚生労働

省, 2015）。また、従業員の健康への投資が組織の生産性に結び付くとした健康経営の広

まりからも、従業員の健康管理は欠かすことの出来ない取り組みの１つとされる（経済産

業省, 2018）。 

その取り組みを進めるうえで注目されるのが、ワーク・エンゲイジメント（Work 

Engagement; 以下 WE）の概念である。WE はポジティブ心理学の提言（Seligman ＆ 
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Csikszentmihalyi, 2000）を端諸に、バーンアウト（燃え尽き）の対概念として提唱されて

おり、“仕事に関するポジティブで充実した心理状態であり、活力、熱意、没頭によって

特徴づけられる（Schaufeli, Salanova, Gonalez-Roma, & Bakker, 2002）”と定義される。活力

は「就業中の高い水準のエネルギーや心理的な回復力」を、熱意は「仕事への強い関与、

仕事の有意味感や誇り」を、没頭は「仕事への集中と没頭」をそれぞれ意味し、WE は覚

醒度の高い動機づけ状態を捉えている。また WE の高さは、メンタルヘルスの良好さだ

けでなく、仕事への積極的態度やパフォーマンスの高さとも関連を示し、個人と組織の双

方にメリットをもたらす鍵概念とされる（島津, 2014）。 

これまでの WE 研究は、その規定因とアウトカムに関する膨大な知見を蓄積し、個人

内プロセスにおいて１つの統合モデルを示してきた（i.e. Job-Demands Resources Model, 

Demerouti & Bakker, 2001; Schaufeli & Bakker, 2004; Bakker, Demerouti, Sanz Vergel, 2014）。

そこでは、資源の豊かさが WE を高め、WE の高さが健康やパフォーマンスを高めるとし

た「動機づけプロセス」と、仕事の負担感がバーンアウトを高め、バーンアウトの高さが

健康やパフォーマンスを損ねるとした「健康障害プロセス」が対極的に描かれている。ま

た WE を高める資源は、バーンアウトの抑制においても有効であるとされ、従業員のメ

ンタルヘルス増進へ向けた取り組みは、豊かな資源の構築がその中核とされる。一方、こ

うした提案はあくまでも個人を対象とした知見に基づいていることから、対人間の相互作
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用や複数の人々が集まることによって生じる独自の力動学（i.e. Group dynamics, Lewin, 

1951）を加味した知見は十分に得られていない。 

組織という協働システムにおける集団成員間の相互依存関係は言うまでもなく、古く

から個人は、集団に所属することで集団内の他者、引いては集団全体から影響を受ける存

在であることが指摘されている（Lewin, 1951）。こうした視点は、WE においても適用さ

れるだろう。例えば素朴に、“活力あふれる集団とそうでない集団があるのならば、前者

に所属する方がより活力が得られるのではないか”とした疑問が浮かび上がる。また同時

に、“そもそもこうした集団の違いは、どのような成員の相互作用によって生じるか”と

した点も気がかりである。WE はこのように、個人を集団の中に位置づけて捉えることに

より、従来の個人的枠組みを超えた社会心理学的観点から理解されるものとして、新たな

理論的示唆がもたらされるだろう。そこで本研究は、WE の対人的転移（i.e.クロスオー

バー効果）に着目し、その効果をダイアドレベルから集団レベルに拡張した検討を行う。

具体的には、WE のクロスオーバー効果が集団全体に拡散・浸透するプロセスと、集団レ

ベルの WE が個人レベルの WE に及ぼす効果について明らかにする。これにより、WE を

集団的アプローチに基づいて理解するとともに、組織的活性化に向けた実践的示唆を提出

する。 
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2. クロスオーバー効果 

クロスオーバー効果とは対人間に見られる心理的状態の転移を指し、バーンアウトの

文脈において解明されてきた現象である。その定義は、「個人のストレッサーやストレス

状態が、同じ社会的環境における他者のストレス状態に影響を与えること（Bolger, 

DeLongis, Kessler & Wethington, 1989）」とされ、バーンアウトにおいては 30 年以上前から

実証されてきた（e.g. Cherniss, 1980; Edelwich & Brodsky, 1980）。Westman（2001）はクロ

スオーバー効果をネガティブな側面だけでなく、ポジティブな側面においても適用するこ

とを提案し、以来WE においても多くの検討がなされてきた。具体的には夫婦間

（Bakker, Demerouti & Schaufeli, 2005; Bakker & Demerouti, 2009; Bakker, Shimazu, 

Demerouti, Shimada & Kawakami, 2011）、上司‐部下間（Gutermann, Lehamann-Willenbrock, 

Boer, Born & Voelpel, 2017; Lu, Xie & Guo, 2018）、同僚間（Bakker & Xanthoupoulou, 

2009）などのダイアドレベルにおいて、その効果が明らかとされている。また近年、こう

した現象を集団レベルに拡張した議論が活発に行われている。 

かねてより、同一集団には情動の類似性が見られるものとして、Group emotion（集団

情動）の存在が指摘されてきた（e.g. Barsade & Gibson, 1998）。Barsade（2002）はそこに

因果関係の解明を図るとして、サクラ（実験のために訓練された演者）の気分に集団成員

が釣られていく現象を、実験的手法を用いて明らかにした。これは、集団内の一個人の態
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度が他者へと影響を与え、そのことが別の他者へと影響を与え、引いては集団全体に蔓延

した特徴を生じさせるとして、個人から集団へと波及する集団情動の形成プロセスを捉え

ている。こうした議論は WE においても同様であり、そのクロスオーバー効果を集団全

体に拡散・浸透するものとして捉える必要性が指摘されている（Bakker, Westman, & Van 

Hetty, 2009; van Mierlo & Bakker, 2018）。なおこれらは、クロスオーバー効果があらゆる集

団成員間に生じるミクロレベルの現象である一方で、その結果としてマクロレベル（集団

全体）の特性が創発されるとした、複雑系科学の視座に立脚した議論であると整理され

る。 

対して、集団から個人への影響過程に関する議論も見られる。Bakker, Emmerik, & 

Euwema（2006）は、集団内に WE の高い成員が多数いることが、成員個々人のWE の高

さに関連することをマルチレベル分析によって明らかにした。これは、各個人の仕事の資

源（e.g. 職務自律性）や要求度（e.g. プレッシャー）を統制した上でも見られ、著者らは

WE の高い集団成員によって築かれるポジティブな組織風土が、同僚の WE の高さを導く

ことを推察した。すなわち、集団から個人へと波及するクロスオーバー効果について言及

している。なおこうした議論は、Lewin（1951）の提唱する場の理論（Field theory）によ

って理解できるだろう。そこでは、自己と環境が相互に依存する諸要因の全体性を「生活

空間（Life space）」と呼び、個人の行動は生活空間に基づいて規定されることを説いて



8 

 

いる。すなわち Lewin（1951）は、個人を包含する集団の全体構造が個人を決定している

ことを示唆し、こうした議論はWE が集団から個人へと波及するクロスオーバー効果の

存在を支持する。 

しかし Bakker et al.（2006）の研究は、横断的手法に基づく点で課題が残され、その背

後にあるプロセスについても解明されていない。クロスオーバーのコンセプトから経時的

変化を捉える必要性は言うまでもなく、また媒介プロセスの特定は組織的活性化を目指す

上で重要である。そこで本研究は、集団から個人へと影響を与える WE のクロスオーバ

ー効果、及びそのプロセスについて縦断的手法を用いて検討し、詳細な解明を果たす。 

 

3. クロスオーバー・プロセス 

 では、どのようにして WE の高さが他者へと波及していくのだろうか。Westman

（2001）は、バーンアウトのクロスオーバー効果に関する知見を基に、以下の３つのプロ

セスを提示している。①直接的なクロスオーバー・プロセス、②間接的なクロスオーバ

ー・プロセス、③共有イベントによるクロスオーバー・プロセスである。 

第一に、直接的なクロスオーバー・プロセスとは、共感（empathy）の機能によって他

者の情動に同一化していくプロセスを指す。ここでは、非意識的側面と意識的側面に二分

して説明する。非意識的側面とは、〈原始的な情動伝染〉である。その定義は、「相手の顔
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の表情・話し方・姿勢・動作をどちらかといえば自動的に模倣・同調することによって、

結果として同じ情動状態になってしまう傾向（Hatfield, Cacioppo, & Rapson, 1994）」とさ

れる。対して、意識的側面とは〈感情移入〉を指す。具体的には、相手の楽しさや悲しさ

といった情動を思いやることをきっかけに、過去に自分が同様に感じた時の記憶が蘇り、

相手と同じ情動状態が喚起されることを意味する（Hsee, Hatfield, Carlson, & Chemtob, 

1990）。このような共感に基づくクロスオーバー・プロセスは、相手の立場からものごと

を捉えようとする共感特性（i.e. Perspective taking, 視点取得）がクロスオーバー効果の出

現を左右することから支持される（Bakker & Demerouti, 2009; Bakker et al., 2011）。しか

し、非意識的側面を多分に含めるため心理統計学的な実証が難しく、クロスオーバー効果

が生じた結果から逆説的に言及されることも多い。 

続いて、間接的なクロスオーバー・プロセスとは、WE の高い個人の言動によって変化

する第三の変数を媒介したプロセスを指す。例えば先行研究は、WE の高さが役割内外の

パフォーマンス（Christian, Garza, & Slaughter, 2011）やプロアクティブ行動（Sonnentag, 

2003）、職場組織への働きかけ（Hakanen, Perhoniemi, & Toppinen-Tanner, 2008）などと関

連することを示してきた。すなわち WE が高い個人は、他者を積極的に支援したり、他

者や集団に変革をもたらしたりする存在であると言える。このことから WE の高い個人

は、他者にとっての協力的な業務遂行のしやすさや職務負担感の少なさ、あるいは前向き
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な組織風土の醸成などを介し、他者のWE にポジティブな影響を与えていることが推測

される。またWE の高い個人は〈良い手本〉として参照され、他者を前向きな行動へ動

機づけるとしたモデリングによる影響プロセスもあり得るだろう（Social cognitive theory, 

Bandura, 1986）。こうした取り巻く環境や行動の変化を媒介して波及していくプロセス

を、間接的なクロスオーバー・プロセスと呼ぶ。 

最後の共通イベントによるクロスオーバー・プロセスとは、環境刺激が共通している

ことによって、類似の情動反応が生じるとしたプロセスである。例えば夫婦は家庭の経済

状況を共有しており、その変動によって類似した情動を抱きやすいとされる。あるいは集

団目標の達成が、集団成員のポジティブな情動の類似性を引き起こす可能性などが挙げら

れる。Westman & Vinokur（1998）は、このプロセスは双方の情動を同時に喚起している

ため、見せかけのクロスオーバー効果であるとしてその弁別の必要性を唱えている。 

以上の議論は、ダイアドレベル（i.e. 夫婦間）のクロスオーバー・プロセスを整理して

提唱されたものである。従って、より多くの対人関係を含んだ職場集団におけるプロセス

については十分な検討がなされていない。また直接的なクロスオーバー・プロセスは、そ

の時々に目の前で示される他者の情動に同一化していくプロセスを指しており、比較的短

期的なクロスオーバー効果を捉えていると考える。しかし集団‐個人間のクロスオーバー

効果は、より長期に築かれる対人関係や組織風土に基づいて発生していることが予測さ
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れ、具体的な対人行動の特定は集団レベルで見られる現象をより明確に説明するだろう。

従ってここでは、集団内で日常的に交わされるコミュニケーション行動に着目し、中でも

その質的内容のポジティブな側面に焦点化して議論する。 

 

4. ポジティブ・インタラクション 

 Schaufeli & Salanova（2010）は、幸福感を高める介入事例が WE の向上に役立つとして

知見をまとめた。そこでは、①自己の強みを理解して活用すること、②他者に親切にする

こと、③感謝の意を表明すること、④許すことを学ぶこと、⑤良い出来事を共有するこ

と、⑥社会的な関係性を育むことがポジティブな行動戦略として挙げられた。また、こう

した個人レベルの行動戦略を職場に適用することで、自己のWE の向上だけでなく、他

者を巻き込んだ職場レベルの改善に繋がっていくことを提案した。他方 Quinlan, Swain, 

Cameron & Vella-brodrick（2015）は、小学生を対象に“Awesome Us Program”と題した、強

み（Strengths）に関する集団介入プログラムを実施した。具体的には、自己の強みを特定

して友人関係の中で活用したり、クラスメイトと互いに認識しあったりする活動を行っ

た。結果として、クラスへのエンゲイジメントや凝集性が高まり、対人衝突が減少するな

ど集団単位の効果が示された。これらのことから、WE の高い集団は自他の強みに関する

ポジティブなインタラクションが活発に行われており、そのことから成員個々人の WE
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の高さを規定している可能性が示唆される。 

なお上述の提案は、WE の最たる規定因が自己効力感の高さであることからも支持され

る（Halbesleben, 2010）。自己効力感（Self-efficacy）とは、「ある結果を生み出すために適

切で必要な行動を、個人がどの程度確実に遂行できるかという自己の遂行可能感に対する

信念（Bandura, 1997）」を指す。すなわち、“自分にはそれができそうだと感じる程度”と

理解できる。また強みは、「人が活躍したり最善を尽くしたりすることを可能にさせる特

性（Wood, Linley, Maltby, Kachdan, & Hurling, 2011）」であることから、自身の強みに対す

る理解は自己効力感の高さに繋がるだろう。更に自己効力感は、他者からの言語的説得や

ポジティブ情動の喚起によって強化される側面を持つ（Bandura, 1986）。このことから、

自他の強みに関する言語的コミュニケーションは、ポジティブ情動の喚起とともに自己効

力感を向上させ、結果として WE の高さを導くことが予測される。 

なお集団‐個人間のクロスオーバー効果とは、厳密にはダイアドレベルのクロスオー

バー効果が集団全体に拡散・浸透することによって、その集団に所属する成員個々人の

WE の高さに波及していく現象を指す。従ってここでは、ポジティブ・インタラクション

の発生プロセスとして、以下のステップを想定する。第 1 に、WE の高い個人は他者の手

本となるような行動を示すことから、他者に強みが認知されやすいと考える。また第 2

に、WE の高い個人はポジティブ情動を抱いていることから、思考や行動のレパートリー
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が拡張しており、他者の強みに気づきやすいことが想定される（i.e. Broaden-build theory; 

Frederickson, 1998; 2001）。更に第 3 として、対人関係は原則的に交換関係に基づくことか

ら、一方のポジティブな言語化が、他方のポジティブな言語化を引き出し、互いにインタ

ラクションが形成されていくと考えられる（i.e. Social exchange theory）（Figure1）。 

以上のプロセスの想定に基づけば、クロスオーバー効果が拡散・浸透した WE の高い

集団は、ポジティブ・インタラクションが活性化した集団であると考えることができる。

従って、WE の集団‐個人間のクロスオーバー・プロセスには、ポジティブ・インタラク

ションが媒介することが予想される。 
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5. 個人差としての認知プロセス（分析 2） 

また集団内の対人関係には、個人差があることが想定される。特に集団サイズが大きい

ほど、誰と密接に関わっているかということや、特定の誰かに対する印象の強さなどが、

個人が集団から受ける影響を左右するだろう。Tims, Bakker, & Derks（2012）は、個人の WE

に関する自己評価と他者評価の一致具合は、被評価者が表出する積極的な職務態度を評価

者が認知している程度に依存することを示した。すなわち、例え A さんの WE が高い状態

であったとしても、手掛かりとなる態度や行動を周囲の人が目の当たりしなければ、A さ

んの WE の高さが周囲に波及しない可能性が示唆される。また Bandura（1986）は、モデ

リング（他者を観察することによる観察者の行動変容）の起点を、他者（モデル）へと注

意が向けられていることであると主張した。これらのことから、WE の集団‐個人間のク

ロスオーバー効果は、個人が周囲に高WE 者をどれほど認知しているかに起因する可能性

が考えられる。従って本研究は、個人の認知的評価に基づいたクロスオーバー効果の検討

を行う（分析 2）。 

またその際、WE の高い個人が集団内により多くの高 WE 者を認知すると言った、逆因

果のプロセスも成立すると考えられる。背景として、以下の 2 点が挙げられる。1 点目は

気分一致効果による認知バイアスである（Mood Congruency Effects; e.g., Bower, 1981）。WE

の高い個人はポジティブ情動を抱いており、周囲に高WE 者を過度に認知する可能性が考
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えられる。2 点目は、資源保存理論による解釈である（Theory of Conservation of Resources; 

Hobfoll, 1989）。そこでは「人は自身が価値を置いているもの（i.e. 資源）を獲得し、保持

し、育み、守るように動機づけられている」とされており、WE の高い個人は資源の保持

増進のため、周囲により多くの高 WE 者を見出す、あるいは増員するように働きかけるこ

とが示唆される。実際に、ワーク・エンゲイジメントと資源の双方向的な因果関係は実証

されており（e.g. Xanthoupoulou, Bakker, Demerouti, & Schaufeli, 2009）、資源の豊かさが自己

の WE を規定する反面、自己の WE がより豊かな資源を動員するとされている。これによ

り、集団の高WE 者に対する認知が個人のWE に影響を与える一方で、個人の WE が集団

の高WE 者に対する認知に影響を与えるとした相互因果関係が示されると予測する。なお

個人の認知プロセスにおいても、先の議論と同様にポジティブ・インタラクションによる

媒介プロセスが示されると仮定する。 

 

6. 本研究の枠組みと仮説 

これまでの議論に基づき、本研究は以下のことがらを目的とする。第 1に、マルチレベ

ル分析を用いてWE の集団‐個人間のクロスオーバー効果を実証する。第 2に、個人の認

知的評価に基づき、集団‐個人間のクロスオーバー効果を個人レベルで実証する。更に第

3 として、集団‐個人間のクロスオーバー効果をポジティブ・インタラクションが媒介す



16 

 

るとした、クロスオーバー・プロセスの検証を行う。その際、マルチレベル分析と個人レ

ベルの分析の双方で検討する。本研究はこれらを通して総合的にクロスオーバー効果の実

証、及びそのプロセスの解明を目指す。なお具体的な仮説は以下の通りであり、この順番

で検証を行う。 

 

仮説 1. 集団レベルの WE の高さは、個人レベルの WE に正の影響を与える 

仮説 2. 仮説 1 のプロセスは、集団成員間のポジティブなインタラクションを媒介する 

仮説 3a. 集団内に高 WE 者を多く認知していることは、個人の WE に正の影響を与える 

仮説 3b. 個人のWE の高さは、集団内に高 WE 者を多く認知することに正の影響を与える 

仮説 4a. 仮説 3aのプロセスは、集団成員間のポジティブなインタラクションを媒介する 

仮説 4b. 仮説 3bのプロセスは、集団成員間のポジティブなインタラクションを媒介する 
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方法 

 

1. 調査時期、及び調査協力者 

調査時期は 2018 年 7 月（Time1；以下 T1）と同年 10 月（Time2；以下 T2）であり、民

間の医療機関１社に所属する従業員を対象に質問紙調査を実施した。得られたデータは T1

において 258 名（返答率 85.4％）、T2 において 239 名（返答率 78.9％）であった。①回答

に不備がないこと、②T1 と T2 の双方の回答が得られていること、③同一部署内で 3 名以

上の回答が得られていることを基準とし、最終的な分析対象は 17 部署に所属する 207 名

分のデータとなった。 

対象者は、平均年齢 38.81 歳（SD=11.27）、平均勤続年数 8.11 年（SD=6.83）、女性 155 名

（74.9％）、男性 52 名（25.1％）であった。職種は、医師職 6 名（2.90％）、看護・介護職

114 名（55.1％）、リハビリテーション職 51 名（24.6％）、コメディカル 19 名（9.2％）、事

務職 17 名（8.2％）であった。また、役職者は 41 名（19.8％）であり、雇用区分は正職員

178 名（86.0％）、パート 27名（13.0％）、嘱託職員 2 名（1.0％）であった。集団単位は外

来課、放射線科などの部署を 1単位とし、１部署あたりの平均回答人数は 12.18 名（range：

3～33）であった。なお集団サイズはこの値を用いるが、実際の所属人数は未回答者を含め

るため必ずしも一致しない。 
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倫理的配慮 調査は企業の人事部門を通して行い、所属長経由で各従業員への事前説明を

行った。また質問票の冒頭に、①本調査は社内の人事評価とは無関係であること、②得ら

れたデータは学術目的以外に使用しないこと、③調査への参加は自由意志に基づくこと、

④調査終了後であっても参加の撤回が可能であること、⑤質問票の提出を以てして調査協

力への同意を確認することを明記した。なお、謝礼として全調査への回答者へ 1000 円、一

部の調査への回答者へ 500 円分の Quo カードを支払うことについて事前説明し、調査終了

後に支払った。以上の手続きは、九州大学倫理審査委員会の承認（承認番号：2018-010）

の下に行い、企業と著者の間に利益相反関係はない。 

 

2. 調査内容 

基本的属性 性別、年齢、所属部署、役職、雇用区分、勤続年数について人事部門を通し

て情報を得た。分析データに 2時点間の部署異動者や昇進者は見られず、すべての情報は

T1 におけるものを採用した。 

 

ワーク・エンゲイジメント Shimazu et al.（2008）によって翻訳された Utrecht Work Engagement 

Scale（Schaufeli et al., 2002；Schaufeli, Salanova, & Bakker, 2006）短縮版 9 項目を用いた。本

尺度は世界 30 言語で標準化がなされており、信頼性・妥当性が十分に確認されている。項
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目例は、活力（3 項目：e.g. 仕事をしていると活力がみなぎるように感じる）、熱意（3 項

目：e.g. 仕事に熱心である）、没頭（3 項目：e.g. 仕事をしていると、つい夢中になってい

る）であり、3 因子構造が想定されている。なお、日本においては 1 因子構造が支持され

ており（Shimazu et al., 2008）、本研究も 1 因子尺度として使用する。回答方法は、「1＝ま

ったく感じない」～「7＝いつも感じる／毎日感じる」の 7 件法を用いた。 

 

部署内にワーク・エンゲイジメントの高い人が存在する程度の認知 Schaufeli, Shimazu, 

Hakanen, Salanova, & De Witte（2017）の Utrecht Work Engagement Scale Ultra Short version（3

項目）を参考に、活力、熱意、没頭の 3 側面について、部署内に該当者がどれほど存在す

るかを尋ねた。具体的には、活力「あなたの部署は、仕事中に元気いっぱいで、活力が溢

れる人がどの程度いますか？」、熱意「あなたの部署は、仕事に対して熱心で、やる気のあ

る人がどの程度いますか？」、没頭「あなたの部署は、仕事に没頭し、集中している人がど

の程度いますか？」の 3 項目であった。回答方法は「1＝まったくいない」～「5＝非常に

いる」の 5 件法を用いた。 

 

ポジティブ・インタラクション Cameron, Mora, Leutscher, & Calarco（2011）の Positive Practices 

Scale、及び白木・五十嵐（2014）の感謝特性尺度邦訳版（原典：GQ-6, McCullough, Emmons, 
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& Tsang, 2002）を参考に新たに作成した。主体者が他者の強みを言語化して伝える側面（3

項目）と、他者が主体者の強みを言語化して伝えてくれる側面（3 項目）を区別した 2 因

子構造を想定した。項目例は、言語化する（e.g. 仕事をする上で、部署のメンバーの良い

点に気づいたときはそれを相手に伝える）、言語化される（e.g. 上手に仕事をこなしたとき

は、部署のメンバーが評価してくれる）であった。回答方法は「1＝まったくあてはまらな

い」～「5＝非常にあてはまる」の 5 件法を用いた。なお PIは、自他の WE の高さに基づ

き形成されるとした因果関係の想定から、T2 において測定した。 

 

3. 分析方法・事前分析 

分析１は T1 の個人レベルの WE を統制した上で、T2 の同変数に T1 の集団レベルの影

響が見られるかといった、レベル間の文脈効果の検討を第一の目的としている。また第二

の目的として、マルチレベル媒介分析により、集団‐個人間のクロスオーバー・プロセス

を明らかにすることが挙げられる。このように、「集団」に所属する「個人」といった階層

データにおける文脈効果や媒介効果の検討には、マルチレベル手法の１つである階層線形

モデリング（Hierarchical Linear Models: HLM）が適用される（Raudenbush & Bryk, 2002）。

本研究は、応答変数（T2 の WE）の ICC（1）が ρ = .09（p <.01）であることから、HLM（i.e. 

マルチレベル手法）を適用することの妥当性が支持される。また分析１は、説明変数とし



21 

 

て T1 の個人レベルの WE を集団平均値化し、集団レベルの指標として用いる。このよう

な合意指標の信頼性・妥当性の評価については、ICC（1）=.07（p<.05）、ICC（2）=.47、rwg =.75

が参照される。これらの値は許容範囲であることが確認され、以降の分析は集団レベルの

WE を集団平均値にて捉える 1。 

分析 2は自他の WE に関する個人の認知的評価に基づいて、相互因果関係を検討するこ

とを目的としている。このような検討には、交差遅延効果モデル (cross-lagged effects model)

を用いた分析が適用される（Finkel, 1995）。これにより、2要因が双方向に影響を及ぼしあ

う可能性を考慮した上での、因果関係の検討が果たされる。また分析 2 は分析 1と同様に

PIの媒介効果についても検討し、これらは構造方程式モデリングを用いて分析する。なお、

分析ソフトは Mplus ver.8 を用いた。 
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結果 

 

1. 因子分析及び記述統計 

新たに作成した、ポジティブ・インタラクション（以下 PI）の尺度について探索的因子

分析を行った（最尤法）。結果として、5 項目１因子構造が妥当であると判断された。よっ

て本研究は、PIを双方向の言語化（言語化する、言語化される）を含めた総合的な観点か

ら検討するとした。なお削除した 1 項目は、「部署のメンバーがそれぞれ得意とする業務に

ついて、思い起こすことができない」であり、共通性が.18 と低値を示したことから不適切

な項目であったと考えられた。また、5 項目 1 因子モデルの適合度指標のうち RMSEA は

高値を示していたが、他の指標を含めて総合的にモデルの妥当性を判断した（²(5) =16.34, 

p=.006, GFI=.971, AGFI=.912, CFI =.941, RMSEA=.105, SRMR=.048）。 

すべての変数は、各項目の得点を単純加算して項目数で割った平均値を使用した。各変

数の平均値、標準偏差、信頼性係数、及び変数間の相関関係について Table1 に示す。年齢、

役職においてWEと有意な相関関係が示されたため、以降の分析において統制する。また、

集団に依存した変数を用いるため集団サイズについても併せて統制する。 
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2. 仮説検証 

分析 1（マルチレベル分析） 集団レベルのWEが個人レベルのWEに正の影響を与えるとし

た仮説 1 を検証するため、HLM にて分析を行った。その際、T1における個人レベルの WE

を全体平均値によって中心化し、統制変数として投入した（cf. Enders & Tofighi, 2007）。結

果として、有意傾向ではあるが T1 の集団レベルの WE が T2 の個人レベルの WE を予測す

ることが示された（b =0.17, p <.10）（Table2, Model1）2。続いて、クロスオーバー効果が生

じるプロセスとしてポジティブ・インタラクション（以下 PI）の媒介効果（仮説 2）につ

いて検証するため、Zhang, Zyphur, & Preacher（2009）の手法に基づきマルチレベル媒介分

析を実施した。結果として、集団レベルの WE が PIを予測し（b ＝0.32，p <.001）、PIが

個人レベルの WE を予測することが示された（b ＝0.40，p <.001）（Table2, Model2-Model3）。

その際、集団レベルの WE の主効果が非有意（b =0.14, ns）となり、集団レベルにおける間

接効果が Sobels’ Z =1.968（p <.05）であったことから完全媒介モデルが支持された。以上

の結果から、仮説 1、仮説 2 は支持された 3。 
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　Intercept 3.16 *** 3.56 *** 3.51 ***

　Control variables

　Age - 0.00 0.00

　Management - 0.12 0.01

　Group Size - 0.00 0.00

　Individual level WE (T1) - 0.62 *** 0.55 ***

　Group-level PI - 0.34 *

　Individual level variables

　Positive Interaction - 0.40 ***

　Group level variables

　Average of WE in team 0.32 *** 0.17 † 0.14

　Goodness of fit

 -2Log Likelihood 405.78 385.82

　*** p < .001, ** p  < .01, * p  < .05, † p < 0.1　（two-tailed）.

Model 3Model 1Model 2

Work Engagement (T2)Interaction

Variables

Table2

Result of the multi-level analysis: the direct and mediating effect.

Note. n = 207 at the individual level, n = 17 at the group level. Unstandardized

 regression coefficients were reported.

IndividualPositive
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分析 2（個人レベルの分析） T1 における自己の WE（以下、WE）と集団メンバーの WE（以

下、TWE）に関する認知的評価が、T2の両変数を予測する（仮説 3a, 3b）とした相互因果

関係の仮説検証のため、交差遅延効果モデルを用いた分析を行った。またこれらの関係を

PI が媒介する（仮説 4a, 4b）とした仮説検証のため、媒介変数を投入してモデル化した。

結果を Figure.2 に示す 4。第 1 に、T1 のWE が T2 の TWE を予測し（β =.15, p <.05）、T1 の

TWE が T2 のWE を予測する（β =.10, p <.05）とした双方向の因果関係が確認された。第

2 に、すべてのパス間で PIによる有意な媒介効果が示された（Figure1, Table.3）。具体的に

は WE（T1）→PI→WE（T2）のパスにおいて、それぞれ β =.30（p <.001）、β =.24（p <.001）、

Sobels’ Z =3.346（p <.001）であった。またWE（T1）→PI→TWE（T2）は、β =.30（p <.001）、

β =.31（p <.001）、Sobels’ Z =3.547（p <.001）であった。続いて TWE（T1）→PI→WE（T2）

は、β =.27（p <.001）、β =.24（p <.001）、Sobels’ Z=3.167（p <.01）であった。最後に TWE

（T1）→PI→WE（T2）は、β =.27（p <.001）、β =.31（p <.001）、Sobels’ Z =3.336（p <.001）

あった。なおその際、WE（T1）→TWE（T2）のパス、及び TWE（T1）→WE（T2）のパ

スがそれぞれ非有意となったことから、双方向のクロスオーバー・プロセスについて PIに

よる完全媒介モデルが示された。また、WE（T1）→WE（T2）、TWE（T1）→TWE（T2）

と同変数に対するパス係数の減少から、維持プロセスにおいても PIが媒介することが示さ

れた（部分媒介モデル）。以上の結果から仮説 3a・3b、仮説 4a・4bが支持された。 
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X（T1） → M（T2） → Y（T2） Sobels' Z p value

WE① → PI → WE② 3.346 <.001

WE① → PI → TWE② 3.547 <.001

TWE① → PI → WE② 3.167 <.01

TWE① → PI → TWE② 3.336 <.001

Table3.

The mediation effect.
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考察 

 

本研究の目的は、集団レベルの WE の高さが個人レベルの WE の高さに波及する、集

団‐個人間のクロスオーバー効果、及びそのプロセスについて縦断的調査を用いて明らか

にすることであった。また媒介プロセスとして、集団内でポジティブ・インタラクション

（以下、PI）が活性化することを仮定していた。以下に、マルチレベルと個人レベルの分

析結果を併せて、総合的に考察を述べる。 

第 1 の結果として、集団レベルの WE の高さが個人レベルの WE の高さに影響を与え

ることが示された。本結果は、WE の集団‐個人間のクロスオーバー効果の存在を示唆し

ている。なおこれは、より詳細には次のような影響プロセスを捉えていると考えられる。

まず、ダイアドレベルで生じる WE のクロスオーバー効果が、集団全体に拡散・浸透す

ることによって集団レベルの WE が創発される。続いて、創発された集団レベルの WE

が、成員個々人の WE に影響を与えるといった 2 段階プロセスである。なぜならば、集

団に備わる創発特性は、集団成員が複数名存在し、それらが相互作用しないことには生じ

えないと想定されるからである。一方より長期には、こうして集団レベルの WE の高さ

から影響を受けた個人レベルの WE の高さが、集団成員との相互作用を通して、再び集

団レベルの WE の高さに影響を与えるとした、WE における集団‐個人間の相互循環型影



29 

 

響プロセスが想定されるだろう。なおこれは、個人の認知プロセス（分析 2）において、

集団の WE が個人の WE に影響を与え、個人の WE が集団のWE に影響を与えるとした

相互因果関係が示されたことから支持される。以上により、WE は集団成員間の相互作用

によってダイナミックに変動・規定される側面を持ち、こうして創発された集団レベルの

WE が個人レベルの WE に影響を与えるものとして、集団‐個人間のクロスオーバー効果

が示されたと考察する。 

また第 2 の結果として、WE のクロスオーバー効果が集団全体に拡散・浸透し、個人の

WE に影響を与えるプロセスに PIが介在することが確認された。これは自他の強みに関

する言語的表出が、WE の高い集団において活発に行われており、そのことが成員個々人

の WE を高めていることを示唆している。なお PIは、自己の WE の高さと同程度に、周

囲の高 WE 者に対する認知によって予測されることから（それぞれ β =.30, β =.27, 

Figure.2）、自己と他者のいずれか、あるいは双方の WE の高さによって規定される双発的

なコミュニケーション行動であることが推察される。更に PIは、ICC(1) が .10（p <.01）

であったことから、活発に行われている集団とそうでない集団とが存在することが指摘さ

れる。このような点から、PIはWE の高さが集団から個人へと波及していくクロスオー

バー・プロセスとして、その効果が支持される。 
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理論的示唆 本研究は WE の集団‐個人間のクロスオーバー効果について、縦断的検討を

行った最初の研究である。その成果として、集団レベルの WE が個人レベルの WE に影

響を与えることを明らかにし、WE の概念を、成員個々人の個別要素に還元できない創発

特性として扱うことの意義を示している。また本結果は、WE が個人と集団の相互作用に

よってダイナミックに変動する可能性を示唆しており、従来の個人内プロセスに留まらな

い理解を求めるもとのとして重要な知見を提出している。なおこうした議論は、Westman 

et al.（2011）がバーンアウトの文脈において行っているものの、そこでは集団‐個人間の

クロスオーバー効果が示されなかった。また Bakker et al.（2006）は、WE とバーンアウ

トの ICC を比較し、WE の方が集団特性として成員同士の類似性が生じやすいことを指

摘した。これらの点から、バーンアウトはあくまでも個別の特性である一方、WE は集団

全体で活性化が示される概念であるとした、両概念の質的な差異が示唆される。以上をま

とめると、WE は集団成員の相互作用によって創発される全体的な特性を有する概念であ

り、個人と集団のダイナミックな影響プロセスへの着目が不可欠であると言える。 

 

実践的示唆 本研究は自他の強みの言語化が、集団成員を巻き込みながら個人の WE を

向上させる可能性を示しており、組織的活動に取り組む上での具体的な提案をもたらして

いる。特にこれまで、WE に関する介入研究はあまり見られておらず（Schaufeli & 



31 

 

Salanova, 2010）、本研究は取り組みを後押しするエビデンスとしてその有用性が支持され

る。また先行研究は、WE に関連する集団成員の対人行動として社会的支援（Social 

support）の解明に主眼があった。これは、支援を受けることによる精神的・物理的負担

の抑制を介して WE を高めるといった、ネガティブ情動の低減に基づいた肯定的効果で

あると考えられる。しかし、WE はストレスの低い状態にとどまらない、前向きで活発な

動機づけ状態であることから、ポジティブ情動へ直接的に働きかける行動（i.e. PI）がよ

り効果的だろう。こうした点から、本研究における媒介変数の特定は、ポジティブ心理学

的アプローチに基づいた実践的な示唆として、労働現場における応用的活用が期待され

る。 

 

本研究の限界 本研究は、以下の 3 点において課題が残される。1点目はマルチレベル分

析に用いた変数が、十分な級内相関係数を示さなかった点である。これは推定値の不安定

さに繋がるとして懸念され、また集団数自体が少数であったこと（n=17）からも、結果

の頑健性においては限界が指摘される。しかし、分析 2において同様の結果が示されたこ

とから、ある程度補完的に本研究全体の仮説は支持されると考えられる。2点目は、ポジ

ティブ・インタラクションを T2のみでしか測定していない点である。本研究は、クロス

オーバー効果を縦断的に検討した点で強みが示されるが、媒介変数においては同様の処置
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が施されていない。すなわち媒介変数と応答変数は同時点における測定であるため、その

因果関係についての言及は果たせない。このような因果を想定した媒介効果の検討は、3

時点における縦断調査によって、説明変数、媒介変数、応答変数のそれぞれの測定を行う

ことが望ましく、今後の課題とする。最後に 3点目として、媒介変数が「自他の強みを言

語化する」という一側面に限られている点が挙げられる。これは、要因の多数想定による

議論の複雑性を回避する目的に基づいているが、もちろん現実的な問題として媒介プロセ

スはこれに限った話ではない。Schaufeli & Salanova（2010）や Cameron et al.（2011）は、

職場で適用されるポジティブなインタラクションとして、感謝の意を表明することや敬意

をもって接することなど複数のアプローチを提案している。集団‐個人間のクロスオーバ

ー・プロセスは、こうした多面的アプローチを用いてより精緻に検討する必要があるだろ

う。 

 

今後の展望 第 1に、実際の職場集団において PIを積極的に取り入れるとした介入実証

研究が求められる。その際、本研究では検証できなかった「言語化する」ことと「言語化

される」ことの差異を明確に区分し、個人と集団の働きかけの方向性について精緻に議論

する必要があるだろう。また第 2 に、集団レベルのWE とあらゆる集団特性との関係性

を明らかにすることが求められる。これは近年、集団レベルの WE を集団成員に共有さ
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れた認知として、Team Work Engagement（Torrente et al., 2013）と概念化した研究が散見す

ることからも支持される。そこでは、「私たち（e.g. Our team）」に帰属される活力や熱

意、没頭に対する認知を測定し、より直接的に集団特性としてのWE を捉えるとした試

みがなされている。既にその規定因とアウトカムについての検討も見られ、集団レベルの

WE はチームワークや支援的風土などの集団的資源によって規定され、そのアウトカムと

して良好なチームパフォーマンス（上司評価）をもたらすことが明らかにされている

（Torrente et al., 2012）。こうした観点は、成員個々人が相互依存関係にある職場集団にお

いての集団現象の解明、及び複雑系科学や集団力学における理論的発展に貢献するとし

て、今後更なる検討が期待される。 
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結語 

 

ワーク・エンゲイジメントは、集団‐個人間のダイナミズムによって変動・規定され

る概念であり、その高さが集団から個人へと波及することが示された。その際、自他の強

みを言語化しあうような、ポジティブなインタラクションが介在していることが明らかと

なった。この結果は、集団全体で活性化を目指すことが、成員個々人のワーク・エンゲイ

ジメントの向上に繋がるとした、組織的活性化に向けた示唆を提供している。 
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注 

1. ICC(1)はその有意性が示されること、あるいは.05～.10 以上の値が示されることが、マ

ルチレベル手法に適う経験的基準であるとされる（清水, 2014）。同様に ICC(2)と rwg

は.70 以上が経験的基準とされる（James, Demaree, & Wolf, 1993)。 

2. Mplus は標準化係数と非標準化係数の検定統計量が計算手法の違いによって異なる。

ここでは、非標準化係数は Z =1.714（p =.087）、標準化係数は Z =2.146（p =.032）と

異なる有意性結果が示された。 

3. 集団レベルの WE 指標を、集団内に高 WE 者が存在する割合を用いて検証したとこ

ろ、先の検証結果と同様の結果が示された。ただしその際、高 WE 者を 6 点以上の者

（i.e. 一週間に数回感じる）と定義しており、該当者が総じて 4 名（1.9％）しか存在

しなかった。またその定義（e.g. 5点以上）に依存して結果が変動することから、割

合指標を用いた分析は恣意的な結論を招きかねないと判断された。補足として参照さ

れたい。 

4. 飽和モデルであるため適合度については検討していない。 
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